
「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の
人員、設備及び運営に関する基準」等の改正
について
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沖縄県障害福祉課 事業指導支援班

令和５年度省令改正



① 障害児の通所等のために自動車を運行する場合、障害児の自動

車への乗降車の際に、点呼等の方法により障害児の所在を確認。

② 送迎用バスへの安全装置の装備及び当該装置を用いて、降車時
の所在確認。

※②については、経過措置により、令和６年３月31日までは、安全装置の装備が困難

な場合は代替措置で可。

２ 自動車を運行する場合の所在の確認等について

障害児の安全の確保を図るため、設備の安全点検、事業所外での
活動を含めた安全に関する指導、従業者への研修・訓練等について
の計画を策定、周知等を行い、必要な研修及び訓練を定期的に実施。

※経過措置により、令和６年３月31日までは努力義務。

省令改正の概要

３ インクルーシブ保育への対応について

保育所及び児童発達支援事業所の設備や職員を活用した社会福祉

サービスを必要とする児童等の社会参加への支援が進むよう、児童

の保育に支障が生じない場合に限り、職員の兼務や設備の共用を可

能とする。
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１ 安全計画の策定等について



① 安全計画の策定等について

② 自動車を運行する場合の所在の確認等について

③ インクルーシブ保育への対応について

2



改正内容

令和３年７月に福岡県中間市の保育所で、送迎用バスに置き去りにされた園児
が亡くなるという事案が発生したことを受け、国は基準省令を改正し、令和５年
４月より、事業所において、安全計画の策定を義務付けることとした。

事業所は、障害児の安全の確保を図るため、設備の安全点検、施設外での活動
を含めた安全に関する指導、従業者への研修・訓練等についての計画を策定、周
知等を行い、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

経過措置により、令和６年３月31日までは努力義務とされている。
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① 安全計画の策定等について

② 自動車を運行する場合の所在の確認等について

③ インクルーシブ保育への対応について
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改正内容

令和３年７月に福岡県中間市の保育所での事案に続き、令和４年９月にも静岡県牧
之原市の認定こども園でも、送迎用バスに置き去りにされた園児が亡くなる事案が
発生したことを受け、国は関係府省会議を開催し、「こどものバス送迎・安全安心
徹底プラン」が10月にとりまとめられた。

同プランに基づき、基準省令を改正し、令和５年４月より、以下２点を義務付ける
こととした。

① 園児等の通園や園外活動等のために自動車を運行する場合、園児等の自動車
への乗降車の際に、点呼等の方法より園児の所在を確認すること。

② 通園用の自動車を運行する場合は、当該自動車にブザーその他の車内の園児
等の見落としを防止する装置を装備し、当該装置を用いて、降車時の①の所在
確認をすること。

※①は通所・入所とも対象。②は通所のみ対象。

※①の所在確認は、送迎用車両の運行に限らず、園外活動ほか園児等の移動のために自動車を運行する

すべての場合が対象。すべての場合が対象。
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経過措置について

安全装置を備えることが困難である場合は、令和６年３月末までの間、車内の園児
の見落としを防止するための代替的な措置を講ずることとして差し支えない。

代替措置として、例えば、安全装置の装備がなされるまでの間、運転席に確認を促
すチェックシートを備え付けるとともに、車体後方に園児の所在確認を行ったこと
を記録する書面を備えるなど、園児が降車した後に運転手等が車内の確認を怠るこ
とがないようにするための措置を講ずること。

一方で、本義務付けの新設の趣旨に鑑み、可能な限り令和５年６月末までに導入す
るよう努めること。
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安全装置の装備の義務付けの対象となる自動車①

通園を目的とした自動車のうち、座席が３列以上の自動車が、原則として安全装置の
装備義務付けの対象となる。

7



安全装置の装備の義務付けの対象となる自動車②
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安全装置の仕様に関するガイドライン①

安全装置は、国が12月に策定したガイドラインに適合する必要があり、国が適合す
る製品リストを公表している。

送迎用バスの置き去り防止を支援する安全装置のリストについて（内閣府ＨＰ）
https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/meeting/anzen/list.html

安全装置の装備はあくまでヒューマンエラーを補完するものであり、児童の車内へ
の置き去りが生じないよう、ソフト・ハード両面から事故を防止していくことが必
要。
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安全装置の仕様に関するガイドライン②
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安全装置の仕様に関するガイドライン③
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補助事業（こどもの安心・安全対策支援事業）について①

「こどものバス送迎・安全安心徹底プラン」において、国は、「こどもの安心・
安全対策支援パッケージ」として各種補助事業を実施。

県において、国の事業を活用し、予算の範囲内で、「こどもの安心・安全対策支
援事業」として下記の補助事業を実施予定。

※ 補助対象は、令和４年９月５日以降に導入された備品等。

※ 現在、事業開始に向けて準備中であり、申請受付は開始していません。
準備ができ次第、ＨＰ等でお知らせします。

※ ＨＰに掲載している以上の情報についてはお答えできませんので、お問い合わせはお控え頂きますようお願
いします。

① 送迎用バスの改修支援

② ICTを活用した子どもの見守り支援

③ 登園管理システム支援
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補助事業（こどもの安心・安全対策支援事業）について②

【概要】障害児の送迎用バスへの安全装置の装備を支援

【対象】児童発達支援事業所・放課後等デイサービス事業所（県指定）

【対象の安全装置】ガイドラインに適合する安全装置

【補助基準額】１台当たり17.5万円

【補助割合】10／10

【補助対象経費】
装置・機器の購入費（装置・機器の運搬費、装置・機器の設置・据え付け費、
工事費を含む）、リース料、導入費用

【留意事項】
• 複数台を運行する場合は、各台について補助

• 直営か委託かは、問わない（装備する者は対象施設の設置者であることが原
則）

１ 送迎用バスの改修支援事業
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補助事業（こどもの安心・安全対策支援事業）について③

【概要】ICTを活用した子どもの見守りサービス（GPSやBluetoothを活用したシス
テムなど）などの安全対策に資する機器等の導入支援

【対象】児童発達支援事業所（県指定）

【補助基準額】１事業所当たり20万円

【補助割合】４／５

【補助対象経費】
装置・機器の購入費（装置・機器の運搬費、装置・機器の設置・据え付け費、
工事費を含む）、リース料、導入費用

【留意事項】
• 機器の使用対象となる 児童の数以上に機器を購入する場合、及び機器の使用

対象となる児童に対して複数の機器を購入する場合は本事業の対象外とする。

• 対象となる機器については、GPS や BLE（※）により子どもの位置情報を管理
するなど、施設外活動時等の子どもの見守りに資する機器とする。

（※）Bluetooth Low Energy

２ ICT を活用した子どもの見守り支援事業
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補助事業（こどもの安心・安全対策支援事業）について③

【概要】適切な登降園管理を行うための登降園管理システムの導入支援

【対象】児童発達支援事業所（県指定）

【補助基準額】１事業所当たり20万円（併せて端末購入等を行う場合：70万円）

【補助割合】４／５

【補助対象経費】
装置・機器の購入費（装置・機器の運搬費、装置・機器の設置・据え付け費、
工事費を含む）、リース料、導入費用

３ 登降園管理システム支援事業
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安全管理マニュアルについて

内閣府ＨＰに「こどものバス送迎・安全徹底マニュアル」が掲載されており、
そのうち「毎日使えるチェックシート」と「送迎業務モデル例」については、
編集可能媒体となっている。

本マニュアルは、バス送迎の安全管理に当たって、既にある事業所のマニュア
ルに追加して使用する、マニュアルを見直す際に参考にするなど、各事業所で
の取組の補助資料として活用いただきたい。

こどものバス送迎・安全徹底マニュアル（内閣府ＨＰ）
https://www8.cao.go.jp/shoushi//shinseido/meeting/anzen_kanri.html

安全管理マニュアル 毎日使えるチェックシート 送迎業務モデル例
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① 安全計画の策定等について

② 自動車を運行する場合の所在の確認等について

③ インクルーシブ保育への対応について
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改正内容①

保育所及び児童発達支援事業所の設備や職員を活用した社会福祉サービスを必
要とする児童等の社会参加への支援が進むよう、基準省令を見直し、両サービス
に必要な保育士や面積を確保することを前提に、利用児童の保育に支障が生じな
い場合に限り、職員の兼務や設備の共用を可能とする改正を行う。

（職員の兼務の例）
保育所の満３歳児40人が、併設する児童発達支援事業所の障害児20人と交流す

る場合、保育士の人員の基準については、それぞれ、保育所として満３歳児40人
の基準である保育士２人以上、児童発達支援事業所として障害児20人の基準であ
る保育士４人以上を満たしていれば、互いの利用児童への支援も行うことができ
る。

（設備の共有の例）
交流を行う保育室の面積について、それぞれの面積基準に基づき、保育所とし

て30㎡必要、児童発達支援事業所として20㎡必要な場合、保育室の面積が50㎡以
上あれば、両サービスの利用児童を一つの設備で支援することができる。
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改正内容②

本改正により、保育所と児童発達支援事業所等が、一日の活動の中で、設定遊
び等において、こどもが一緒に過ごす時間を持ち、それぞれの人員基準以上の保
育士等が混合して支援を行う等、一体的な支援が可能となるが、その交流の際、
「障害児の支援に支障がない場合」として留意すべき点は以下の通り。

・児童発達支援計画において、保育所等との交流について明記し、保護者等に説明
のうえ同意を得ること

・障害児一人一人の児童発達支援計画を考慮し、一日の活動の中で発達支援の時間
が十分に確保されるように留意すること

・通所する障害児やその保護者に対して、交流のねらいや障害児が共に過ごし、互
いに学び合うことの重 要性を丁寧に説明すること

・障害児の発達状態及び発達の過程・特性等を理解し、一人一人の障害児の障害種
別、障害の特性及び発達の状況に応じた適切な支援及び環境構成を行うこと
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改正内容③

・交流を行うにあたり、複数のグループに分かれて交流することや、一部の障害児
のみが交流を行うことも想定されるが、その際には障害児の障害特性や情緒面へ
の配慮、安全性が十分に確保される体制を整えるよう留意すること

・交流を行う際の活動等については、 障害児 の障害特性や 発達の段階等の共通
理解が図られた上で設定されることが望ましいことから、交流する保育所等の保
育士等も交えながら検討していくこと

・支援を行う際には、「児童発達支援ガイドライン」の内容を参照し、また、「保
育所保育指針」等の内容についても理解することが重要であること

20


